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平成 28 年１月８日 

各  位 

会  社  名 長 野 計 器 株 式 会 社 

代 表 者 名 代表取締役社長 依 田 恵 夫 

（コード番号７７１５ 東証第一部） 

問い合せ先 執行役員経理部長 角 龍 徳 夫 

（TEL ０３－３７７６－５３３３） 

 

第三者割当による自己株式の処分における処分株式数の確定に関するお知らせ 

 

平成 27 年 11 月 30 日開催の当社取締役会において決議いたしました第三者割当による自己株式

の処分に関し、割当先より処分予定株式数の全部につき申込みを行う旨通知がありましたので、下

記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

１． 処 分 株 式 数  300,000 株

                 (処分予定株式数 300,000株)

２． 払 込 金 額 の 総 額  215,670,000 円

                 (１株につき 718.90 円)

３． 申込期間（申込期日）  平成 28 年１月 12 日(火)

４． 払 込 期 日  平成 28 年１月 13 日(水)

 

＜ご参考＞ 

１．上記の第三者割当による自己株式処分は、平成 27 年 11 月 30 日開催の当社取締役会におい

て、公募による自己株式の処分（一般募集）及び当社株式の売出し（オーバーアロットメント

による売出し）と同時に決議されたものであります。当該第三者割当による自己株式処分の内

容等については平成 27年 11 月 30 日付の「自己株式の処分及び株式売出し並びに自己株式の

消却に関するお知らせ」及び平成 27年 12 月８日付の「処分価格及び売出価格等の決定に関す

るお知らせ」をご参照ください。 

 

２．今回の第三者割当による自己株式の処分による自己株式数の推移 

現 在 の 自 己 株 式 数 1,495,068 株 （平成28年１月８日現在）

第 三 者 割 当 に よ る 処 分 株 式 数 300,000 株

第 三 者 割 当 後 の 自 己 株 式 数 1,195,068 株

 

３．今回の調達資金の使途 

上記の第三者割当による自己株式の処分による手取概算額 214,670,000 円については、当該

第三者割当による自己株式の処分と同日付をもって決議された一般募集の手取概算額

1,425,800,000 円と合わせ、手取概算額合計 1,640,470,000 円について、全額を設備投資資金

に充当する予定であります。具体的には 372 百万円を平成 29 年３月期末までに上田計測機器

工場における圧力計生産設備の生産能力維持・向上のための設備投資並びに接着・封入の自動

化のための設備投資等に、891 百万円を平成 29 年３月期末までに丸子電子機器工場における圧

力センサ生産設備の生産能力維持・向上、省力化のための設備投資並びに検査装置における品
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質管理のための設備投資等に、残額につきましては、平成 29 年３月期末までに研究開発部門

におけるセンサ素子開発用設備及び金型の製作等の設備投資に充当する予定であります。なお、

当社グループの主な設備投資計画の内容につきましては、平成 27 年 11 月 30 日に公表いたし

ました「自己株式の処分及び株式売出し並びに自己株式の消却に関するお知らせ」をご参照く

ださい。 

以 上 


